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新潟市長　中原　八一
（担当　福祉部地域包括ケア推進課）
介護予防事業利用可否判断のための検査実施と判断報告書作成依頼書
次の方は、以下の事業への参加を希望しております。
つきましては、介護予防事業利用可否判断及び判断のための検査の実施をお願いいたします。結果については、「介護予防事業利用可否判断報告書」（３部複写）に記載くださいますようお願いいたします。　
　１　事業について
　通所型短期集中予防サービス「幸齢ますます元気教室」：


介護予防、自立した生活を送れることを目的に日常生活で実施可能な運動や


口腔機能改善、栄養改善指導、認知機能維持・向上の運動を行います。
・教室実施期間　３ヶ月
・週に1回1時間30分～50分程度（全12回）　健康運動指導士等が指導します。
　　　 
２　検査項目について
　　　　以下について、検査を実施し、結果を記入ください。

　　　　【問診・身体計測・血圧測定・理学的所見】、【心電図】
　　　　　【貧血検査（赤血球・血色素・ヘマトクリット）】

　３　料金の請求について

「介護予防事業利用可否判断報告書作成料請求書兼口座振替申込書」にて、翌月１０日までに、返信用封筒にて下記へ送付ください。
※医療保険診療ではなく、別紙「令和８年度　介護予防事業利用の可否判断のための検査料金」の検査等料金を市に請求ください。
　　　　　〒951-8550　新潟市中央区学校町通１番町602-1
新潟市福祉部地域包括ケア推進課
４　「介護予防事業利用可否判断報告書」３部複写の取扱い
　　　　① 医療機関→市は、「介護予防事業利用可否判断報告書作成料請求書兼口座振替申込書」と一緒に送付ください。
② 医療機関用は、貴院の保管用です。

③ 本人控え用は、受診者にお渡しください。

　　
【担当】
新潟市福祉部地域包括ケア推進課
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